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ガボン共和国月報（２０２３年１１月） 

２０２３年１１月号 

在ガボン日本国大使館 

 

１． 内政・外交 

 ２日、オリギ・ンゲマ暫定大統領は Abbas Mahamat Tolli 中部アフリカ諸国銀行（ＢＥＡＣ）総裁

による表敬を受けた。同表敬にて、Tolli 総裁は同銀行がガボンで実施しているプロジェクトの

概要を説明すると共に、８月に発生した政変後のＢＥＡＣによる融資の仕組みについて説明

を行った（３日付ＧＲ）。 

 ６日、オリギ・ンゲマ暫定大統領はムシキワボ・フランコフォニー国際機関（ＯＩＦ）事務局長に

よる表敬を受けた。同会談の中で、ＯＩＦ側はガボンにおける民政移管や新憲法の起草等を

支援していく準備がある旨伝えた。また、ムシキワボ事務局長はアリ・ボンゴ前大統領とも面

会した（７日付ＵＮ）。 

 ９～１０日、オリギ・ンゲマ暫定大統領はサウジアラビアの首都リヤドで開催された第一回サ

ウジ・アフリカサミットに参加すべく、同国を訪問した。同国ムハンマド王子と首脳会談に臨ん

だほか、ガボンでの投資に関心を持つサウジアラビアの複数の実業家による表敬を受けた。

また、リヤド滞在中にセネガルのサル大統領、コートジボワールのウワタラ大統領、モーリタ

ニアのガズワニ大統領とも首脳会談を行った。暫定大統領はサミットで８月の政変が起きた

経緯を説明し、ガボンが国際約束を遵守していくという姿勢を改めて表明した（大統領府コミ

ュニケ）。 

 １３日、国家機関再建移行委員会（ＣＴＲＩ）はコミュニケ第２６を発表し、２０２５年８月の大統

領選挙実施までの詳細にわたる民政移管のロードマップを発表した。同タイムラインは２０２

４年４月に開催予定の国民対話を経て最終的に確定するとされ、同年１１～１２月に新憲法

採択のための国民投票を実施することや、２０２５年８月に大統領選挙を実施することなどが

記載されている（ＣＴＲＩコミュニケ）。 

 １５～１６日、オリギ・ンゲマ暫定大統領はギニアビサウのエンバロ大統領の招待に応じ、同

国の建国５０周年記念イベントに出席し、エンバロ大統領と首脳会談を行った。１５日には両

国間で複数の分野における協力を強化する新たな覚書に署名を行っている（大統領府コミュ

ニケ）。 

 ２２日、オリギ・ンゲマ暫定大統領は野口在ガボン日本国大使による表敬を受け、暫定政府

への日本政府の立場を伝達すると共に、二国間関係の強化などについて議論した。また、同

暫定大統領は２７日にも野口大使と会談を行った（大統領府コミュニケ）。 

 ２５日、オリギ・ンゲマ暫定大統領は、ガボンを訪問中のサントメ・プリンシペのビラ・ノバ大統

領及びトロヴォアダ首相による表敬を受け、二国間関係について意見交換を行った（大統領

府コミュニケ）。 

 ３０日、オリギ・ンゲマ暫定大統領はＣＯＰ２８に参加すべくドバイを訪問し、ガテテ国連アフリ

カ経済委員会委員長、アデシナ・アフリカ開発銀行総裁、アバソブ・カナダ経済・環境大臣に

よる表敬を受けたほか、Stiell 国連気候変動枠組み条約事務局長、マクロン大統領と会談を
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実施した。また、１２月１日にはＣＯＰ２８の場で基調演説を行い、環境分野におけるガボンの

取り組みを説明すると共に、ガボンの森林保護努力に対する資金的支援を呼びかけた（１２

月２日付ＵＮ）。 

 

２． 経済 

 １日、ロイターイベント社が主催した「第１５回責任あるビジネス賞」の授賞式で、ンコク経済

特区の開発を行うＡＲＩＳＥ ＩＩＰ社（本社：ドバイ）が「ＳＤＧパイオニア」というカテゴリーで表彰

された。表彰の背景には、ンコク経済特区内での原木の利用率を９０％まで増加させたこと

（国内では４４％）や、年間平均３万２千トンのＣＯ２排出量を削減したことなどが評価されて

いることが挙げられる（１０日付ＧＲ）。 

 ９日、アフリカ開発銀行（ＡｆＤＢ）は、ガボン暫定政府と議論を行った末、政変後に同国に課し

ていた制裁を解除すると発表し、優先順位の高いインフラ案件から実施を再開していくと発

表した。１０月上旬にはモロッコのマラケシュにてＡｆＤＢの代表団とンドン・シマ首相をトップと

するガボン代表団が議論を行い、制裁解除に向けた道のりを明らかにしていた（９日付ＧＭ

Ｔ）。 

 ２８日、エコバンク（本社トーゴ）がガボンに対し、約２億４千万ユーロの借款を供与することに

合意した。同借款は主に、ガボンが抱える対内債務の支払いと、国内のインフラ整備に充て

られることとなる（２８日付ＧＭＴ）。 

 

出典：大統領府コミュニケ、ＣＴＲＩコミュニケ、ＧＭＴ（ガボンメディアタイム）、ＧＲ（ガボンレビュー）、

ＵＮ（ユニオン） 

（了） 


